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佐賀市教育委員会 社会教育課 



施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和５年度の事業計画 令和５年度の実績及び評価 令和６年度の事業計画 課題・問題点等

公民館等管理
運営事業

公民館及び農村環境改善センターの円滑かつ効
率的な運営のため、適切な維持管理を行う。

老朽化に伴う修繕について、緊急度の高いものから順
次対応する。
空調等の規模が大きい案件については、計画的な改
修を実施する。
・高木瀬（空調工事、可動間仕切り改修）
・本庄（空調設計）
・南川副（外壁改修）

〇実績
修繕及び清掃・保守点検等を実施。
＜完了＞
・高木瀬（空調工事、可動間仕切り改修）
・本庄（空調設計）
・南川副（外壁改修）
〇評価
年間計画に基づき、修繕・改修等ができた。

老朽化に伴う修繕について、緊急度の高いものから順次対応
する。
空調等の規模が大きい案件については、計画的な改修を実施
する。
・本庄、巨勢（空調工事）
・開成（空調設計）

市町村合併後に建設した公
民館についても、設備等の改
修時期を迎えており、改修の
ための財源確保が課題であ
る。

公民館等の整
備事業

第二次佐賀市公民館等施設整備計画に基づき、
社会教育や地域活動の拠点である公民館を計画
的に整備する。

・川上公民館：外構工事、供用開始、解体工事
・西川副公民館：建築工事
・東与賀公民館：改修設計
・諸富町公民館：旧諸富交番解体工事、現公民館減築
設計

○実績
・川上公民館　　令和５年８月１４日供用開始
・西川副公民館　令和６年３月建築工事完了
・諸富町公民館　令和６年３月建設用地建物解体工事完了
〇評価
施設の改築について計画通りに進めることができている。

・西川副公民館：外構工事、供用開始、解体工事
・東与賀農村環境改善センター：改修設計
・諸富町公民館：建築工事、現公民館減築設計
・富士公民館：西側法面改修設計

・建設事業を複数同時進行で
行っているため、工程管理を
しっかり行う。
・整備財源の確保

星空学習館管理
運営事業

星空学習館の円滑かつ効率的な運営を図るととも
に、天体観測ドームを活用し、市民が天体に親しむ場
を提供する。

・全小学校児童の保護者へイベント等の案内をさがん
メールを利用して発信し、子どもたちの天文や科学つ
いての学習機会の創出を図る。
・出前、出張講座などのアウトリーチの充実。

〇実績
・利用者数(308日)17,517人（前年15,898人）
 ・一般観望会80件、960人（前年65件、1,133人）
 ・学校授業支援16校、979人（前年17校、1,437人）
 ・団体対応17件、690人（9件、207人）
 ・天文・科学の教室45件、459人（36件、375人）
〇評価
コロナ禍前の、従前の事業実施ができている。

・全小学校児童の保護者へイベント等の案内をさがんメールを利用
して発信し、子どもたちの天文や科学ついての学習機会の創出を図
る。
・出前、出張講座などのアウトリーチの充実。

・出前教室の認知度が上昇
し、依頼日時が重なると断ら
ないといけないことがある。
・星空学習館を利用してもら
い、より多くの子どもたちに天
文や科学について、興味・関
心を持ってもらう。

金立教育キャン
プ場管理運営事
業

金立教育キャンプ場の円滑かつ効率的な運営を図
る。

・適宜、施設の補修を行い、適切な管理を実施する。
・利用者満足度の維持・向上を図る。
・親子キャンプ体験や各種広報を行い、子ども及び青
少年健全育成を目的とした団体への利用促進を図る。

〇実績
・利用者数（309日）
9,226人（前年比：82.4％、青少年団体利用率（※）：17.0％）
（※）R4青少年団体利用率：12.8％　前年度資料の数値計上誤りあ
り。
主な利用目的：キャンプ54％、登山41％
・親子キャンプ体験（10/14～10/15）
9組、満足度　100％
・老朽した木製電柱を鉄製に更新、今後は計画的に更新予定。
○評価
・利用者アンケート調査　191人
（4/29～5/7、7/21～8/31）
利用者満足度　99％
利用した理由としては、「環境ロケーションがいい」「利用料が無料
である」との意見が最も多い。
キャンプ場管理人による親切丁寧な対応、指導等により、キャンプ
初心者の満足度も高い。

・適宜、施設の補修を行い、適切な管理を実施する。
・落枝、倒木の危険がある樹木について、専門家による調査を行う。
・利用者満足度の維持・向上を図る。
・家族キャンプ体験や、防災キャンプを、委託により実施する。（委託
先：佐賀市スカウト運動推進連絡会議を予定）
・各種広報を行い、子ども及び青少年健全育成を目的とした団体へ
の利用促進を図る。

※親以外の家族（親戚等）が参加できるよう、名称を親子キャンプか
ら家族キャンプに変更し、ひとり親や障害を持つ親の家庭の子ども
が参加しやすくする。

・施設の老朽化
・落枝、倒木等の危険性があ
る樹木の適切な管理が必要
である。
・様々な家庭の子どもたちが
格差なく自然体験活動に参
加できるよう検討が必要であ
る。

自治公民館建設
補助事業

自治公民館の建設等に対して補助金を交付すること
により、地域社会における社会教育の振興を図る。

提出済みの計画書をもとに、希望自治会に対してス
ムーズな補助金の交付を行う。
令和４年度８月までに計画書提出済自治会数：３件

〇実績
・前年度までに計画書の提出があった３件に補助金を交付
・国の交付金を活用し補助制度を拡充、空調機等の省エネ機器を
導入する自治会への支援を実施している（３月末現在 39件）
〇評価
省エネ機器への補助については想定数の申請があり、スムーズな
支援ができた。

提出済みの計画書をもとに、希望自治会に対してスムーズな補助
金の交付を行う。
追加予算にて令和６年度も事業を継続することになり、自治会へ周
知し支援を広げていく。

より自治会のニーズにあっ
た、補助金の採択要件の検
討（制度運用の見直し及び制
度改正）

【佐賀市社会教育関係事業】令和５年度の報告及び令和６年度の計画について
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和５年度の事業計画 令和５年度の実績及び評価 令和６年度の事業計画 課題・問題点等

各種講座・事業
の実施

地域社会における学習拠点として、地域の実情や課
題に応じた講座等の開催及びサークル活動等の利用
の促進を図る。

・第４次教育振興基本計画に定めているとおり、緊急性
や住民の関心度が高いテーマや地域住民を取り巻く環
境の変化に応じた各種講座・事業を重点的に推進す
る。
・デジタル推進の講座の実施
・各課の事業との連携推進
・地域づくり、人づくり、つながりづくりへの支援
・予約システムによる新規利用の促進

〇実績
・デジタル推進のための講座の実施
　　スマホ講座：公民館主催２５館、民間主催３２館
　　パソコン講座（相談会）：９館
・各課事業との連携の推進：３２館中３１館が他課との連携有り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち３課以上との連携２５館）
・事業評価ヒアリングの際、各事業が地域づくり。人づくり、つなが
りづくりを意図したものであるよう、指導助言している。
・各公民館の窓口及び電話対応にて予約システムの操作説明を
行い、新規利用の拡大に努めている。
　　予約システムによる予約の割合：R５実績２２．４８％
〇評価
　高齢者などのデジタルデバイド解消のためのスマホ講座、生活
課題、地域課題の解決にむけた関係各課との連携事業を多くの公
民館で取り組むことがきた。

・第４次教育振興基本計画に定めているとおり、緊急性や住民の関
心度が高いテーマや地域住民を取り巻く環境の変化に応じた各種
講座・事業を重点的に推進する。
・デジタル推進の講座の実施
・各課の事業との連携推進
・地域づくり、人づくり、つながりづくりへの支援
・予約システムによる新規利用の促進

利用者が固定化し若い世代
の新規利用が増えず、次の
世代の地域活動の担い手発
掘、育成につながっていな
い。

公民館職員の研
修事業

公民館の職員の研修を実施し、職員としての意識の
向上、また、学習事業や活動コーディネートのための
技術向上を図る。

【公民館長研修、公民館職員研修】
・公民館運営（講座企画、広報等）
　（全体研修及び館におけるOJT研修）
・市の各部署が推進している施策に関する研修
・オンライン講座開催に関する研修
・コンプライアンス、コミュニケーション
・実務研修（文書、財務）
【外部研修】
・県内）県生涯学習センター（アバンセ）生涯学習関係
職員実践講座（６回）、県公連主催研修（２回）
・県外）公民館専門講座、九州公民館研究大会

〇実績
【内部研修】
・市の施策（地域づくり、男女共同参画、人権同和教育）に関する
研修
・公民館運営（講座運営、貸館、広報）に関する研修
・コミュニケーション、接遇研修
・文書・財務・予約システムに関する実務研修
・スマホ（市公式アプリ、キャッシュレス）研修
【外部研修】
・県生涯学習センター（アバンセ）及び県公連主催の研修（全９回、
１２８名）
・社会教育主事講習（１名）、九州地区公民館研究大会（３名）、全
国公民館セミナー、市町村アカデミー（１名）
〇評価
　市の施策や公民館運営に関すること、また、公民館に関する外
部研修に参加し、公民館職員としての知識と意欲向上を図ること
ができた。

【公民館長研修、公民館職員研修】
・公民館運営（講座企画、広報等）
　（全体研修及び館におけるOJT研修）
・市の各部署が推進している施策に関する研修
・オンライン講座開催に関する研修
・コンプライアンス、コミュニケーション研修
・実務研修（文書、財務）
【外部研修】
・県生涯学習センター（アバンセ）生涯学習関係職員実践講座（６
回）
・県公連主催研修（２回）
・公民館職員専門講座、九州公民館研究大会

各公民館は、館長を含め３～
４名という職員体制の中で、
研修の日程調整等に苦慮し
ている。

公民館事業の評
価制度

公民館が果たすべき４つの役割・機能を高めるため
のガイドラインである公民館の指針を活用し、公民館
の運営及び事業の評価を行いながら各種公民館事
業の充実を図る。

※公民館が果たすべき４つの役割・機能
「地域の連帯力をつくる」
「地域の教育力を高める」
「地域の課題解決力を高める」
「地域への情報発信力を高める」

各公民館へのヒアリングの実施し、運営評価・事業評
価の自己評価の平準化を図るともに、PDCAサイクル
による適切な事業実施が図られているかどうかの
チェックを行う。

〇実績
５月中旬〜下旬に、全公民館を訪問しヒアリングを実施。運営評
価・事業評価内容を集計するとともに、改善点と次年度以降の取
組に活かしていくための助言等を行った。
〇評価
『公民館の指針』をもとに、公民館の運営、事業の評価を行い、R４
年度の振り返りとＲ５年度の取り組みの改善を図ることができた。

各公民館の前年度の自己評価に対し個別ヒアリングを実施
し、『公民館の指針』をもとに事業運営がなされているかの
チェックを行う。PDCAサイクルを回し公民館の運営、事業の質
の向上を図る。

各公民館の運営について、
地域団体へ報告説明を行
なっていない館があった。周
知徹底していきたい。
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【R５・R６重点事
業】
子どもへのまな
ざし運動

子どもへのまなざし運動を、家庭・地域・企業等・学校
等が一体となって取り組めるよう、広く市民へ周知・啓
発を図るとともに、それぞれの場における具体的な取
組を推進し、市民総参加の運動として展開する。

♦認知度を高め、関心を持ってもらうための取り組み
1 子どもへのまなざし運動の啓発・PR活動
・テーマソング（まなざしアーチ）・シンボルマークの活用
・まなざしアーチダンスの制作・活用
・こども110番の家の取り組み（防犯協会との協働
2 子どもへのまなざし運動の内容を伝える取り組み
・出前講座の強化
・大学との連携強化（西九州大学、佐賀女子短期大学）
・まなざし放送局
・コミュニティサイト（つながるさがし）
・運動実践事例発表（推進大会）
♦運動に共感し、実践に繋げてもらうための取り組み
1 家庭の役割を支援する取り組み
・家庭教育講座の開催
・子育て応援情報配信事業（PTA共催）
・共育応援モデル事業
2 企業等への実践活動を促すための取り組み
・まなざし運動参加企業数の拡充
・まなざしキラリ賞（企業部門の表彰）
・参加企業への周知案内（まなざし休暇取得促進）
・3 学校と地域等、連携強化を図る取り組み
・地域学校協働活動の推進
・ICTを活用した見守りサービス
・SNS空間での見守り活動（Instagram）

〇実績
♦市民の認知度や関心を高めるための取り組み
・まなざしアーチダンスお手本動画制作
・まなざし講義（佐賀女子短期大学、佐賀青年会議所ほか14回）
・子どもへのまなざし運動推進専門官による取材「つながるさがし」
・２月「子どもへのまなざし運動推進大会」開催（キラリ賞表彰式）
・2023ライトファンタジーオープニングパレード「まなざし運動PR隊」
・「児童虐待防止月間」民生委員・児童委員の協力によるまなざし運動リー
フレット配布
・子ども110番の家のぼり旗にまなざしマーク掲載（佐賀市防犯協会）
♦市民が運動に共感し、実践に繋げるための取り組み
・「大人の行動指針」の見直し（各分科会）
・参加企業への周知案内（まなざし休暇取得促進）
・社会教育課まなざし運動関連事業

〇評価
 　新たな層に「子どもへのまなざし運動」を知ってもらうきっかけとなるよう、
まなざし運動のテーマソングのダンス動画を作成し、推進大会で会場全体
で踊るなど、子どもへのまなざし運動の実践者に改めて活用をお願いした。
また、4年ぶりにライトファンタジーのオープニングパレードに「まなざし運動
PR隊」として参加し、直接市民にPRすることができた。

♦市民の認知度や関心を高めるための取り組み
1 子どもへのまなざし運動の啓発・PR活動
・テーマソング（まなざしアーチ）・シンボルマークの活用
・まなざしアーチダンスの活用
2 子どもへのまなざし運動の内容を伝える取り組み
・出前講座の強化
・大学との連携強化（佐賀大学、西九州大学、佐賀女子短期大学
等）
・まなざし放送局
・コミュニティサイト（つながるさがし）
・運動実践事例発表（推進大会）

♦市民が運動に共感し、実践に繋げるための取り組み
1 今後の展開について意見交換会の開催
2 企業等への実践活動を促すための取り組み
・まなざし参加企業への取り組み状況ヒアリング、広報
・参加企業への周知案内（まなざし休暇取得促進）

3 社会教育課まなざし運動関連事業の推進
・地域学校協働活動推進事業
・家庭教育支援事業
・子ども・若者支援事業
・非行防止対策事業
・社会教育助成事業　　等

・運動の広がりが限定的に
なっている。

・一般市民の認知度と関わり
が不足している。

・まなざし運動を、子どもがど
う受け止めているのか。

※別紙参照

２
　
公
民
館
の
機
能
の
向
上
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自
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学
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進
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和５年度の事業計画 令和５年度の実績及び評価 令和６年度の事業計画 課題・問題点等

地域学校協働
活動推進事業

コミュニティ・スクールの設置校又は検討を含む
設置予定校を対象に地域教育コーディネーター
又は地域学校協働活動推進員を配置し、地域と
学校が連携・協働して行う様々な活動を支援す
る。

・地域学校協働活動推進事業に学校地域連携支援事
業を統合する
・地域学校協働活動推進員の配置（８校区、８名）
・地域教育コーディネーターの配置（７校、５名）
・地域学校協働活動推進員と地域教育コーディネー
ターの情報共有
・地域学校協働本部の立ち上げ支援
・令和６年度に向けた実施校区の調整（目標：２校区
増）

○実績
・５校区（北川副、富士、若楠、松梅、大詫間）の地域学校協働本
部に業務委託し、事業を実施した。
・地域学校協働活動推進員（８校区、８名）を委嘱し、配置した。（１
校区増）
・新規雇用４名を含む５名の地域教育コーディネーターを会計年度
任用職員として雇用し、６小学校・１中学校（諸富は２小学校・１中
学校を担当）に配置した。
・地域教育コーディネーター研修会を毎月実施し、活動事例の報
告による情報交換等を行った。
・地域学校協働活動推進員と地域教育コーディネーターの合同会
議を開催（年２回）し、情報交換、課題抽出等を行った。
○評価
・地域学校協働活動推進員を中心に、読書ボランティア等地域ボ
ランティアとの連絡調整、体験学習等の授業支援、登校見守りな
ど、地域と学校が連携した取組を推進することができた。

・地域学校協働活動推進員の配置（１３校区、１３名）（５名増）
・地域教育コーディネーターの配置（５校、５名）
・地域学校協働活動推進員と地域教育コーディネーターの情
報共有等
・地域学校協働本部の立ち上げ支援（４校区、２本部）
・令和６年度に向けた実施校区の調整（目標：２校区増）

・配置校区の拡大に伴う予算
の確保

放課後子ども
教室推進事業

週末や放課後に、地域の大人たちが参画して、
公民館や学校の空き教室等を活用し、地域の子
どもたちが、安全で安心して遊び・学べる居場所
づくりを行う地域団体を支援する。

・放課後子ども教室実施校区（嘉瀬、新栄、若楠、日
新、北川副、松梅）への継続支援

○実績
・６校区（嘉瀬、新栄、若楠、日新、北川副、松梅）の地域子ども教
室推進事業実施協議会に業務委託し、事業を実施した。
・地域学校協働活動推進員（７名）を委嘱し、配置した。
○評価
木工教室、折り紙教室、料理教室など地域住民の参画を得て、コ
ロナ禍以前の従来の教室に近い形で開催できた。
コロナ禍のため活動を中止していた兵庫校区についても６年度か
ら活動が再開できるよう調整を図った。

・放課後子ども教室実施校区（嘉瀬、新栄、若楠、日新、北川
副、松梅、兵庫）への継続支援

・放課後児童クラブとの連携
・学校の教職員等との教室内
容等の共有
・一部の放課後子ども教室を
運営するスタッフの高齢化

非行防止対策
事業

　青少年の非行、問題行動等の早期発見・早期
指導を行うため、市内全域で「まなざし育成委員」
が街頭巡回を実施し、愛の声かけを行いながら
青少年の安全・安心を見守る。併せて青少年セン
ターでは、子ども・若者支援専門官によるネット内
の見守り活動に着手する。

　また、友人関係や親子関係などの問題や心や
体の悩みなどを抱える子ども・若者やその家族に
対し、問題解決の糸口となるよう電話相談、メー
ル相談、面談相談により、子ども・若者支援専門
官が助言や関係機関等との調整を行う。

・子ども・若者支援専門官による街頭巡回指導を縮小
し、インタネット見守り活動に着手する。
・まなざし育成委員125名による月４回の見守り活動
（うち１回はあいさつ運動も可とする。）
・学校等との連絡会の開催（６月～７月）
・地域環境点検活動（11月）※有害環境の浄化活動
・まなざし育成委員研修会（６月、１０月）
・子ども・若者支援専門官による子ども電話･メール・面
談相談の実施

○実績
・まなざし育成委員125名による月４回の巡回指導
・学校等との連絡会の開催（市内小中学校24会場で45校が参加し
開催）
・まなざし育成委員研修会（６月、１０月開催）
・子ども・若者支援専門官による合同街頭見守り活動（月３校区地
区）
・子ども・若者支援専門官による子ども電話（面談）･メール相談の
実施
　　　電話（面接）相談：31件（23人）
　　　メール相談：14件（6人）
○評価
　まなざし育成委員の巡回見守り活動は、グループ巡回、個別巡
回、あいさつ活動と、校区・地区の状況に応じた方法で行い、子ど
も・若者支援専門官との合同街頭見守り活動（新規事業）を実施
し、各校区・地区の状況把握等に努めた。
　また、子ども電話･メール（面談）相談については、継続した支援
が必要と判断した場合は、適切な相談窓口へ繋ぎ、青少年や保護
者からの悩みに対応した。

・名称を「少年育成委員」から「まなざし育成委員」へ変更（施
行：令和６年４月１日）
・R5年度に着手したインターネット見守り活動については、児
童・生徒の書き込みの見守りを行うとともに、R6年度は保護者
や児童・生徒に向けた啓発に重点を置き実施する。
・まなざし育成委員125名による月４回の見守り活動
・学校等との連絡会の開催（６月～７月）
・地域環境点検活動（11月）※有害環境の浄化活動
・まなざし育成委員研修会（６月、１１月）
・子ども・若者支援専門官による子ども電話･メール・面談相談
の実施

・まなざし育成委員の高齢化

・保護者や児童・生徒への
SNS利用に関する効果的な
啓発

子ども・若者支
援事業

青少年センターに併設する「子ども・若者支援
室」では、佐賀市に居住するニート、ひきこもり、
不登校等などの困りごとを抱える子ども・若者（40
歳未満）やその家族を対象とした相談支援を実施
する。支援対象者の状況に応じて、個別支援プロ
グラム、訪問支援（アウトリーチ）、講座・教室等を
実施し、学校復帰や社会復帰に向けた支援を行
う。

また、対象者がより適切な支援を受けることが
できるよう、佐賀県警察少年サポートセンター等
の関係支援機関と連携を図る。
※特定非営利活動法人ＮＰＯスチューデント・サ
ポート・フェイスに業務委託

・相談受付（来所及び電話）
・訪問支援（アウトリーチ）
・講座、教室等の開催（年12回予定）
・青少年センター相談窓口3者会議の実施

○実績
　特定非営利法人スチューデント・サポート・フェイスに子ども・若
者相談支援業務を委託し、専門の相談支援員による相談業務、訪
問支援を実施するとともに、就労・就学等社会的に自立した生活
が可能となることを目的とした講座、教室等を実施した。
<相談支援件数>
　・来所相談　　　　　　　　978件
　・電話・メール相談　　1,418件
　　（オンライン相談は電話に含む）
　・訪問支援　　　　　　　　429件
<講座、教室等の開催状況>
　・講座・教室実施回数　　 16回
　（卓球セミナー、ネイルセミナー、職業講話、陶芸体験、キャリア
教育）

○評価
　<進路決定者>　27名（暫定値）
　・進学　　8名、・転学　2名、　・学校復帰　2名、
　・就職（アルバイト・非正規）　10名、（正社員）1名、
　　　　　（自営業）1名、・福祉的就労　3名、

・相談受付（来所及び電話）
・訪問支援（アウトリーチ）
・講座、教室等の開催（年12回予定）
・青少年センター相談窓口３者会議の実施

・支援対象者が抱える問題の
性質上、進学や就職後直ち
に支援終了とはならないた
め、長期的な支援体制が求
められる。
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和５年度の事業計画 令和５年度の実績及び評価 令和６年度の事業計画 課題・問題点等

青少年センター
管理運営事業

青少年センターを、青少年教育施策の拠点・青少年
の居場所・困難を有する青少年等の支援拠点・青少
年関係社会教育団体の活動拠点・青少年の街頭指
導及び青少年等からの相談業務などの拠点として運
営することにより、青少年教育に係る施策の推進を図
る。

・青少年センターを運営することで、青少年に学習と憩いの
場を提供する。
・施設、設備及び備品等の維持管理を行う。

○実績
・青少年センター利用者数
　R5　86,730人（7,228人/月）（360日）
　R4　86,810人（7,234人/月）（357日）
○評価
コロナ禍の収束状況に伴い、利用者数が回復している。

・青少年センターを運営することで、青少年に学習と憩いの場を提供
する。
・施設、設備及び備品等の維持管理を行う。

-

二十歳のつどい
開催事業

改めて成人としての自覚と責任を促すことを目的と
し、進学や就職等で佐賀を離れた若者にも佐賀のよ
さを再認識してもらう機会とする。

令和５年度は、令和４年度の内容に準じた形式で開催
する。ただし、合併から２０年周年を迎え、対象者は人
生のほとんどを新佐賀市で育っており、物理的にも全
対象者が収容可能な施設がオープンしたため、令和６
年度以降は、統一会場での開催を検討する。
・式典名称：二十歳のつどい（読み：はたちのつどい）
・日時：令和６年１月７日（日）14時～（受付13時～）予
定
・会場：旧市町村単位８会場で開催
・二十歳代表スタッフの人員確保
・二十歳のつどいにふさわしい式典内容

○実績
【日時】令和６年１月７日（日）14時～（受付13時～）
　・式典内容（1.国家演奏2.式辞3.記念品贈呈4.来賓の祝辞5.二十
歳代表感謝の言葉）
　・各会場二十歳代表スタッフを構成
【場所】旧市町村別８会場開催
　（佐賀会場、諸富会場、大和会場、富士会場、三瀬会場、川副会
場、東与賀会場、久保田会場）
【記念品】
　鶴屋菓子舗の名入れ丸ぼうろ
※新型コロナウイルス等感染症対策は特に講じていない
　
○評価
二十歳代表スタッフの応募がなく、企画等への参画を図ることはで
きなかった。式典そのものは令和４年度の内容に準じ開催し無事
に執り行うことができた。
・アンケート回収率100％
　まなざし運動の認知度：40.5％
　佐賀市が好き：95.1％

令和６年度は、令和５年度の内容に準じた形式で開催する。ただし、
合併から２０年周年を迎え、対象者は人生のほとんどを新佐賀市で
育っており、物理的にも全対象者が収容可能な施設がオープンした
ため、令和７年度以降は、統一会場での開催を検討する。
・式典名称：二十歳のつどい（読み：はたちのつどい）
・日時：令和７年１月１２日（日）14時～（受付13時～）予定
・会場：旧市町村単位８会場で開催
・二十歳代表スタッフの人員確保
・二十歳のつどいにふさわしい式典内容
・実行委員募集方法の検討（7/1市報、HP、久米島町交流事業の参
加者に応募を募る、大学へのチラシ等の設置など）

・二十歳のつどい実行委員会
形式のあり方。
・統一開催の検討

久米島町中学生
交流事業

沖縄県久米島町と佐賀市の中学生が交流し、異なる
双方の歴史や文化、環境に触れることにより、郷土へ
の理解を深める。また、佐賀市出身で沖縄の近代化
に大きな業績を残した第11代齋藤用之助の功績に触
れ、郷土に誇りを持つ中学生を育む。

・交流生16名（対象：中学１年生）
・夏の交流：７月28日～７月30日
　久米島町：七嶽神社参拝、ハーリー体験、ハテの浜海浜
交流等
・冬の交流：12月15日～12月17日
　佐賀市：バルーンミュージアム見学、佐賀大学見学、バ
ルーン・嘉瀬川ダム見学等

○実績
・夏の交流：7月28日～7月30日
　久米島町：七嶽神社参拝、ハーリー体験、ハテの浜海浜交流等
・冬の交流：12月22日～24日
　佐賀市：バルーンミュージアム見学、バルーン係留、嘉瀬川ダム見学、
佐賀大学教授による講義等
○評価
新型コロナウイルス感染症の影響で3年間は中止となっていたため、4年
ぶりの開催となった。夏は台風、冬は雪の影響で日程の変更の恐れが
あったが、ほぼ予定どおり実施できた。

・交流生16名（対象：中学１年生）
・夏の交流：8月1日～8月3日
　久米島町：七嶽神社参拝、ハーリー体験、ハテの浜海浜交流等
・冬の交流：12月20日～12月22日
　佐賀市：バルーンミュージアム見学、バルーン体験、嘉瀬川ダム・
佐賀アリーナ見学等

・これまでの振り返り、成果の検
証

５
　
家
庭
教
育
へ
の
支
援
の
充
実

家庭教育講座
開催事業

保護者の大半が参加する小中学校の新入学説
明会及び幼稚園・保育園（所）の保護者会や小中
学校のＰＴＡの会合などへ講師を派遣し家庭教育
講座を開催することにより、保護者が家庭教育に
ついて考える機会を提供するとともに、市全体の
家庭教育力の向上を図る。

・市内55校の小中学校（附属含む）の新入学説明会等
で家庭教育講座を実施
・保育園・幼稚園・PTA等団体が開催する家庭教育講
座に講師を派遣

○状況
　新入学説明会等を活用した家庭教育講座へ開催校49校（小学校
34校・中学校15校）へ講師派遣を決定し開催した。
（開催日9/30～2/16）
〇評価
学校アンケートでは、以下の結果となった。概ね好評であったが、
講座の短縮化や新入学生説明会以外での開講を希望する意見が
あった。
「大変良い・どちらかというと良い」93.9％
「どちらかというと良くない・良くなかった」6.1％

・市内55校の小中学校（附属小・中学校含む）の新入学説明会
等で家庭教育講座を実施
・保育園・幼稚園・PTA、子育てサークル等の団体が開催する
家庭教育講座に講師を派遣

・各学校のニーズに合う開催
方法
・講師人員の拡充
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施策
基本
事業

項　目 事業概要 令和５年度の事業計画 令和５年度の実績及び評価 令和６年度の事業計画 課題・問題点等

子育て応援情報
配信事業

発達段階に応じた子育てに関する情報や学習の機会
を提供し、子どもとの良好な関係の構築を支援する。

①子育て応援動画の配信
・委託先である「さが子どもにやさしいまちづくりセンター」が
保有する子育ての具体的なスキルやコツ等を学ぶための動
画をYouTubeで配信する。
（テーマ例：朝起きないとき、習い事をやめたいと言われたと
き）
・メインターゲットは０～15歳の子を持つ保護者であるが。祖
父母や支援者など幅広い年代が興味を持って視聴できるよ
うな内容とする。
・１テーマ約５分程度の動画を毎月５本配信する。
②解説動画の配信
・保護者又は子育て支援に関わっている支援者に対して、
子育て応援動画の活用方法や効果的な支援の方法などを
紹介する動画を配信する。
・１本あたり30～60分の動画を年度内に２本配信する。
③講演会（トークライブ）の開催（年１回）

※「さがんメール」や「子育て情報LINE配信サービス」を活用
し、周知を図る。

○実績
①5月から3月まで、毎月5本の子育て応援動画を配信した。
・チャンネル登録者数：455人（4/15現在）
・5月～3月の延べ視聴回数：3,313回
②10月、1月に子育て解説動画を配信した。
10月：『おとなも子どももやめられないスマホ病⁈』（185回）
1月：『こども基本法～こどもまんなか社会の実現～』（145回）
③子ども・子育て応援講演会（市PTA協議会と共催）
開催日：令和6年2月17日（土）14時
場所：東与賀文化ホール
内容：講演「子育ても技術と練習～いいね！を探す5つの原則～」
講師：にじいろグループ代表　重永侑紀氏
参加者数：約140名

※動画配信日に「さがんメール」「子育て情報LINE配信サービス」
で周知を図った。
※「MOTE MOTE さが」にて周知を図った。
○評価
好評の声も一部届いたが、1動画当たりの平均視聴回数が約60回
と、期待した水準とはならなかった。

事業廃止 ―

共育応援モデル
事業

子育て支援プログラム「なかまほいく」を実施し、子育
て中の保護者同士及び支援者のつながりをつくること
によって、育児の孤立化を防ぐとともに、親の育ちを
応援する。

○「なかまほいく」とは、埼玉県のNPO法人新座子育て
ネットワークが、保育や教育、心理の専門家の視点か
ら、親子の成長・発達の効果や社会的意義を検証しな
がら構築した子育て事業モデルであり、所定の研修を
受講した有資格者が提供できる。
○誰でも参加できる一般的な子育てサークルと違い、
「12組程度の親子、10回程度限定の固定メンバーとす
ること」、「メンバー間の子どもを預け合う時間を設けて
いること」などが特徴である。
○父親の子育てに対する意識の向上を促すために、
夫婦で参加できる佐賀市独自のプログラム「はじめの
いっぽ」も実施する。

【なかまほいく】
・参加対象者：０～３歳までの乳幼児とその母親
・募集定員：12組
・開催回数：週１回（２時間） ×10回（毎週連続開催）
　　　　　　　　５月から７月に開催
・実施方法：所定の研修を受講した有資格者が所属し
ているNPO法人へ委託

【はじめのいっぽ】
・参加対象者：０歳の子をもつ初産の夫婦
・募集定員：８組
・開催回数：週１回（２時間） ×４回（毎週連続開催）
　　　　　　　　８月から９月に開催

○実績
【なかまほいく】
委託先：NPO法人poco a bocco（ポコ　ア　ボッコ）
５月から７月まで11回開催。１～３回、１１回は「親子いっしょ」、４回
～１０回に「あずけあい」を実施。（※８回は大雨で参加者が少な
かったためあずけあい未実施。）
・参加者：１０組

【はじめのいっぽ】
・参加者数：８組
・開催回数：４回（８月～９月にかけ、毎週連続開催）

○評価
・参加者自身による自己評価と、スタッフによる他者評価により、
事業効果を検証した。
・「人との関わり・コミュニケーション」「健康な心と体」「親育ち」「社
会生活との関わり」「主体性・行動力」の5つに指標について、事前
評価と事後評価を行い、自己評価、他者評価ともにすべての項目
で事後評価が事前評価を上回っており、効果が認められた。
・事業実施後も、参加者同士の交流があり、参加者が地域で子育
てサークルを立ち上げた事例もある。
・来年度以降について、子育てサークル連絡会との連携を図り、実
施方法等の検討を行う。

【なかまほいく】
・参加対象者：０～３歳までの乳幼児とその母親
・募集定員：12組
・開催回数：週１回（２時間） ×10回（毎週連続開催）
・実施方法：所定の研修を受講した有資格者が所属しているNPO法
人又は子育てサークル連絡会へ委託

・必要な人に届く広報（参加募
集）の工夫

生活体験型学習
の実施

子どもの自立性や協調性などの生きる力を育成する
とともに、地域の教育力を醸成するため、地域の多く
の大人の支援により、子どもが数日間、家庭から離れ
公民館等で炊事や部屋の清掃などの基本的な生活
体験を行う。

地域の支援団体等の負担感や新型コロナウイルス感
染症による生活様式の変化に伴い、また昨年度の取
組みも鑑みながら、今後は地域で子どもを育む事業と
して、通学合宿に限らず、自然体験、農業体験、防災
キャンプ、ボランティア体験等も推奨していく。

〇実績
・通学合宿：５館（神野、嘉瀬、巨勢、若楠、三瀬）
・夏休み、冬休み子ども教室：１８館
・観光ボランティアガイド養成講座：２館（循誘、東与賀）
・その他の体験活動：１９館
〇評価
コロナウイルス感染症収束に伴い、子どもたちの活動制限が緩和
された。小学生が様々な体験活動を通して、地域の方々とふれあ
いながら学ぶ事業を数多く実施することができた。

生活環境の変化や地域社会の状況に応じながら、地域で子どもを
育むために、子どもたちが様々な体験活動を通して地域の方々と交
流し、学ぶ機会を提供する。。

・通学合宿は、地域の負担感
が大きい校区もある。実情に
応じた取り組みを推奨してい
く。

社会教育助成補
助事業

社会教育の振興を図るため、各種社会教育関係団体
が実施する事業に対して補助を行い、その活動を支
援する。

・８団体に補助金の交付を行う。
・令和６年度の見直しに向け、補助対象団体と積算基
準の策定。

○実績
・８団体からの申請及び請求に基づき、概算払いで補助金を交付
し、年度末に精算を行う予定。
○評価
・令和６年度の補助見直しに向け、補助対象団体と積算基準の策
定ができた。

・見直し後策定した補助対象団体に積算基準に基づき補助金の交
付を行う。
・社会教育助成事業補助金対象団体　７団体

引き続き有効性・公益性の観
点から新たな基準に合致す
る青少年を対象とした事業を
行っているか確認していく。

６
　
地
域
ぐ
る
み
で
の
教
育
活
動
の
推
進

５
　
家
庭
教
育
へ
の
支
援
の
充
実

４
　
家
庭
･
地
域
・
企
業
等
の
教
育
力
の
向
上
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公民館のあり方検討の進捗状況について 

 

１ 背景・目的 

・本市では、地域における「市民の生涯学習」「地域コミュニティ活動」の拠点施設として公民

館を整備し、様々な生涯学習の機会を提供し、大きな役割を果たしてきた。 

 ・公民館の利用者は固定化傾向にあり、若い世代や働き盛り世代の利用が少なく、次世代の

地域活動者の発掘、育成につながらない状況となっている。 

・少子・高齢化が進む中、今後、公民館の利便性の向上を図ることで、これまであまり利用さ

れてこられなかった層の利用を増やすとともに、その方々を将来に亘って地域コミュニテ

ィ活動へとつなぎ、公民館の地域コミュニティ活動の拠点性を更に高めていくことが求め

られている。 

・これらを踏まえ、本市の１０年先、２０年先を見据え、これから先の本市公民館がどうあるべ

きかを議論し、運営や体制について見直しを図っていく必要がある。 

 

２ 検討経過等 

 令和５年６月  公民館のあり方検討委員会の設置    

   （検討委員会） 

第１回 

 

 

令和５年 

６月 ９日（金） 

 

１ 委員長及び副委員長の選任 

２ 公民館あり方検討委員会の概要 

３ 公民館を取り巻く状況について 

第２回 ７月３１日（月） 全国的な動向、他市の状況、現地視察 

第３回 ８月２５日（金） 今後の公民館のあり方についての検討(１回目) 

・公民館の多様な活用について 

・使用料、減免について 

第４回 １０月２０日（金） 今後の公民館のあり方についての検討(２回目) 

・社会教育事業の取組みについて 

・職員体制等について 

第５回 １１月１０日（金） 今後の公民館のあり方についての検討(３回目) 

第６回 令和６年１月２３日（火） 検討事項のまとめ（提言書の作成） 

 令和６年２月  公民館のあり方検討員会から市に対して提言 

 

 

３ 検討委員 

委員長: 学識経験者 佐賀大学名誉教授 五十嵐勉  他１５名  ※Ｐ３のとおり  

 

資料２ 令和 6 年５月２２日 
第 1 回社会教育委員の会議 
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４ 提言内容 

提言１）社会教育施設から一般行政施設へ、位置づけを変更すること 

・営利活動などの利用制限を緩和し、利用の拡大を図り、新たな利用者を地域コミュニティ

活動へとつなぐこと。 

・新たな活用ができる施設という認識を広く周知するには、公民館からコミュニティセンター

などへ名称の変更が望ましい。 

・運営を協議する組織を各校区に設置し、地域の実情に応じた運営を図ること。 
 

提言２）社会教育機能を維持、充実させること 

・人づくりを基盤とする社会教育事業は、今後も引き続き推進する。 

・社会教育機能の維持、充実のために、条例等を整備し、教育委員会との連携を密に図る。 

・各館に社会教育士等の専門性の高い職員を必置とし、職員研修の充実も図る。  
 

提言３）地域の多様なニーズに対応する活用を図ること 

・若い世代を取り込み、世代間交流を促すため、誰もが気軽に足を運ぶ「きっかけ」となる仕

掛けづくりに努める。 

・営利活動等の利用を認めるにあたり、施設使用料を見直すこと。ただし、地域活動につい

ては現行のまま無料とし、地域団体の利用を優先すること。 

・公民館の地域活動への支援については、全市共通の支援基準を定める。 

・多様なニーズに対応するため、様々な実験的な試みを積み重ね、経験値を積むこと。 
 

提言４）人員配置、運営体制を充実させること 

・地域の課題解決に向けた事業に取り組むために、必要な予算を講じ、館長をフルタイム勤

務とすること。 

・施設の運営や事業をマネジメントする組織をつくり、まちづくり協議会、自治会等の地域団

体のみならず、企業や NPO 等の団体を構成員として加えること。 

付記： 最後に、本提言の取りまとめにあたり、一部の委員から、さらに慎重な審議を求め現

段階での提言に対する反対意見があった。このことを踏まえ、以上の４つの提言を市

の施策に反映させる際には、社会教育や地域づくり等に関わる関係者や市民の理解

を得るための十分な対応を行うことを付記する。 

 

５ 今後の進め方 

・実証実験の取り組み 

民間事業者主催によるスマホ講座の実施（令和６年２月中旬〜６月） 

地域の収益や活性化につながる事業をモデル公民館で実施（令和６年度前期） 

 ・使用基準、使用料、減免等に関するワーキンググループの開催（令和６年３月～６月） 

 ・議会へ進捗状況を報告（令和６年９月） 

 ・令和６年度中に基本的な方向性を決定 
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◎ 

〇 

 

佐賀市公民館のあり方検討委員会 委員名簿 

 所属等 役職 氏名 

1 佐賀市自治会協議会 佐賀市自治会協議会会長 小城原 直 

2 佐賀市自治会協議会 佐賀市自治会協議会副会長 福田 忠利 

3 まちづくり協議会 巨勢まちづくり協議会会長 石井 孝嗣 

4 
佐賀市民生委員・児童委

員協議会 

佐賀市民生委員・児童委員協議会副

会長 
木村 泰代 

5 PTA 協議会 佐賀市 PTA 協議会副会長 中山 志穂 

6 
佐賀市子育てサークル

連絡会 
佐賀市子育てサークル連絡会相談役 吉村 純子 

7 佐賀市小中学校校長会 佐賀市立赤松小学校校長 浅井 慎司 

8 社会教育委員 
佐賀市社会教育委員の会議委員長 

西九州大学副学長 
上野 景三 

9 防災関係団体 佐賀県防災士会代表 溝上 良雄 

10 障がい福祉団体 
NPO 法人佐賀中部障がい者ふくしネ

ット理事長 
福島 龍三郎 

11 
団体・企業向け研修実践

者 
株式会社アテントﾞ代表取締役 福成 有美 

12 NPO 
NPO 法人空家・空地活用 

サポートＳＡＧＡ副代表理事 
内川 実佐子 

13 地域連携事業実践者 
くるめオンライン公民館館長 

合同会社 visionAreal 共同代表 
翁 昌史 

14 地域連携事業実践者 
株式会社佐賀銀行営業統括本部地域

支援部副部長 
横尾 敏史 

15 地域連携事業実践者 田島株式会社専務取締役 田島 みゆき 

16 学識経験者 佐賀大学名誉教授 五十嵐 勉 

 ◎委員長、〇副委員長 



4 
 

 

 

 

佐賀市立公民館施設状況一覧

利
用
回
数

（
回
）

利
用
者
数

（
人
）

1 S26 R3 670 3,485 6,591 3 1,684 17,146 34％ 2.60

2 S26 R3 718 4,668 8,784 3 2,067 25,334 35％ 2.88

3 S26 S63 685 4,505 9,082 3 1,647 20,737 24％ 2.28

4 S26 H14 787 3,823 8,134 3 2,989 26,233 38％ 3.23

5 S26 H25 751 5,752 11,342 3 2,740 29,241 38％ 2.58

6 S25 H22 639 2,604 5,716 3 1,364 16,016 22％ 2.80

7 S23 H24 877 2,194 4,975 3 1,442 13,811 20％ 2.78

8 S24 H18 680 有 2,446 5,535 3 1,477 14,837 23％ 2.68

9 S24 S60 656 6,644 15,361 3 1,653 18,613 37％ 1.21

10 S22 H12 706 有 6,412 14,099 3 2,064 21,789 36％ 1.55

11 S24 S61 589 5,502 12,483 3 1,659 22,209 25％ 1.78

12 S22 H16 772 有 5,941 12,081 3 1,421 17,243 24％ 1.43

13 S22 H10 704 有 5,750 12,689 3 1,227 14,253 16％ 1.12

14 S23 H8 622 有 2,070 4,421 3 1,209 14,465 17％ 3.27

15 S23 H29 634 1,701 3,640 3 910 11,780 13％ 3.24

16 S22 S62 608 742 1,703 3 773 9,979 10％ 5.86

17 S53 H26 779 3,212 6,845 3 1,690 18,024 32％ 2.63

18 S54 H30 637 3,890 8,004 3 1,985 20,377 30％ 2.55

19 H4 H4 607 有 3,980 8,966 3 1,665 16,055 24％ 1.79

20 S30 S60 2,691 有 4,211 9,888 4 2,571 23,476 21％ 2.37

21 H15 H14 3,227 有 3,836 8,777 4 3,408 31,395 32％ 3.58

22 H26 H25 731 3,373 7,984 3 2,076 20,627 27％ 2.58

23 H22 R5 577 2,212 5,745 3 1,091 10,373 22％ 1.81

24 H30 H30 605 346 871 3 892 11,566 10％ 13.28

25 S36 H20 2,216 有 1,434 3,287 4 818 12,928 21％ 3.93

26 S49 H21 541 有 484 1,146 3 408 3,989 12％ 3.48

27 S48 H23 825 有 2,206 5,589 3 1,886 20,016 26％ 3.58

28 S51 S50 571 2,145 5,351 3 946 9,067 12％ 1.69

29 S47 R2 665 1,276 2,817 3 793 8,518 14％ 3.02

30 S49 H30 560 530 1,434 3 677 6,678 7％ 4.66

31 S40 S40 1,836 2,935 7,737 3 1,169 13,588 8％ 1.76

32 S43 R2 2,039 有 2,975 7,476 4 2,113 39,128 16％ 5.23

— — — 12 103,284 228,553 100 50,514 559,491 [23％] [3.10]

利用状況

稼
働
率

図
書
館
分
室
・
分
館

※利用状況、稼働率はＲ４年度実績

利
用
者
数
／
人
口

合計[平均]

久 保田

勧 興

循 誘

日 新

赤 松

神 野

西 与賀

西 川副

中 川副

大 詫間

春 日

東 与賀

嘉 瀬

巨 勢

兵 庫

公
民
館
名

設
置
年
度

建
物
建
設
年
度

職
員
数

建
物
面
積

（
㎡
）

世
帯
数

（
戸
）

人
口

（
人
）

高 木瀬

北 川副

蓮 池

新 栄

若 楠

開 成

本 庄

南 川副

鍋 島

金 立

久 保泉

春 日北

諸 富町

富 士

松 梅

三 瀬

川 上

R5.3.31現在 R5.3.31現在










